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management is verヴ3γrimportant to make t出hi誌sinstitution works wel註L The core of care management 

is monitoring. In this reserch， what is the way that monitoring should be like has been 

We have developed a monitoring-sheet to wake the monitoring work effectively and e茄cient1y.

We have inspected the e証'ectivenessof this monitoring-sheet with the help of care managers in 

the home care management office. 

As the result， it's very c1ear that the monitoring-sheet and the comfirmed items in this sheet 

are very effectIV吃 Therefore，to make the care management works more effectively and efficiently， 

this monitoring蜘sheetinto practice more widely is a ur・gentsubject to do. 

Key words:五Ilonitorin乱 C加で仇anagement，Confirτned 

キーワード:モニタワング、ケアマネジメント、評語項吾、モニタリングシー

はじめに

介灘保険制度が施行され、サービスを効果的か

っ効率的に利用できるようにするための手法とし

て、介護支援サービス(以下「ケアマネジメン

トjという。〉が制度化さ

しかしケアマネジメントを導入

る要介護者のサー

どを行う

現場で実際にケアマネジメントを担当している介

護支援専門員からの不満は根強く、とりわけモニ

タワング子法の確立を求める同が多く聞かれてい

る

そこでここでは、モニタリングに関するこれま

ト(3)について、

を含めて考察する。

実際に現場で活用可能

日を明らかに

ータワングシー

ら

12 

1 . 自的

ケアマネジメン卜におけるモニタリングに関

し、次の事項宏明らかにする。

1 )ブ口セス評価モニタリングにおいて必要な

日

において有効なブ口セス

明らかにしている定義(引か

究によって検証すべき事項は次のとおりである。

ケアマネジメントを効果的かっ確実に行うた

めには、サーピス利用者から評価確認ごすべきそニ

タリングの評価項目とシートが必要である。

③ケア?ネジメントを効果的かっ確実に行うた

ら評価確認すべきそニ

が良い。

ゆモニタリングの実施内容に関して拭、宅分

譲支援事業所で違いがある。
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日方 法

4点について検証するため、居宅介護支

援事業所に所属する分議支援専門員に対して調査

を実施する。

( 1 )調査の概要

介護支楼専門員に対する調査は、必要なアン

1、モニタリン

モニタリング試用調棄は、モニタリングシート

(閃 2)のうち、プ口セス評{面モニタワングシー

トを6カ月分をi試用の上データを入力し、 6カ丹

分の結果を事後評価シートにまとめるも

る。

介護支援専門員 l人当たり 8"'--'10ケース

2、調査対象

すべて荘宅の事f7iJを調査対象とし、要介護度は

できるだけ異なるようにするむ介護支援専門員 1

りにおいて、 2号被保険者 1入、 -人暮ら

し要介護者 1入、癒呆高齢者 l人、障害者手帳所

持者 l人、終末期にある要介護者 1人をそれぞれ

合むものとする。

以上の調査を行った上で、アンケートを実施す

る。

アンケー卜の内容誌、モニタリングシートを試

捕したことによって、利用者の意見として設定し

たら現巨で十分か、モニタリング情報として適切

であったかを確認する。また分護支援専門員の評

価項目として設定した8項誌で十分かモニタリン

グ情報として J適切であったかどうかを確認するも

のである。このためモニタリングシートの設定を

そのままで良い場合はO

一部移正を要する場合はム

全部修正を要する場合は.

うに調査票を作成した。

(2)分析方法

ケアマネジメン卜のモニタリングに関する検註

事項に関しては、以下のとおりとする。分析する

ための基本属牲を以ドのとおりとする。

1 )介議支援専門員事業所

2)本人要介護震障害等級

3)検証すべき事項と検証方法

①ケアマネジメントを効果的かっ確実に行うた

13 

めには、サ…ゼス利用者から評鰐擁認すべきそニ

タリングの評楢項目とシートが必要である。

このことを確認するため調査票を作成し、介護

支撹専門員の評価項目を設定するフ才…マットを

し、有効性を検証する。

これについては、事業所による違いの有無投機

認するため、サーピス利用者に対するモニタリン

グのヒアワング事現と事業所とのク口ス分析に

よって行い、独立牲の検定を行う。

アマネジメントを効果的かっ確実に行うた

めには、介護支援専門員から評極確認すべきそニ

タリングの評締項目とシートが必要である。

このことを確認するため調査票な作成し、介護

支援専門員の評価環日を設定するブォーマットを

有効性を検証する必要がある。

調査事項の@は、介護支援専門員に対するよモニ

タリング博報のヒアリング事項と事業所へのクロ

ス分析によって行い、相関分析及び独立牲の検定

を行う。

窃効果的なモニダワング情報として婚率的に情

報収集するためには、訪問目的を明確にしたほう

が良い。

④モニタ 1)ングの実施に関しては、居宅介護支

援事業所で違いがある。

調査事項③及び告は介護支援専門員へのアン

ケート調査票における確認方法及び目的に関する

質問事現で、事業所とク口ス分析及び独立性の検

定結果にて狩う。

以上の調査概要から、調査はサービ

よる意見に関する調査集計と分析、介護支援専門

員の評価に関する調査集計と分新及が事業所に関

する調査集計と分析の三区分となっ

ID.讃査結果

査は、平成13年8月から14年2丹までの6

カ月にわたって行い、ら月に回奴した。実施した

居宅介護察支援事業所は、青森県弘前市の社会福社

法人施設と板柳町の社会福社協議会及び民間事業

所の3事業所であった。

調査した事業所窮サンプル集計結果は表 lのと

おりで、合計342例であった。

また、事業所別に要介護度のクロス集計
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果、岩2のとおりであった。

調査事項の②の検証を行うため、介護支援専門

員の評価と利用者の詳細の関係について相関係数

を求めたところな967と高い相関関係にあること

がわかっ

次に介護支援専門員に対するモニタリング構報

のヒアリング事項と事業所へのク口ス分析を行っ

た。

( 1 )サーピス利用者の満定状況及び意見に関す

る講変項目

この項目は、介護支撰専門員が料用者本人に対

して、以下の項Eの必要性を確認

①サーピスやケア内饗

@サーピスの事業者や組当者

ビス提供の曜日や時間帯

@サービス

③サーゼスの量や種類

の5現話術に関して、満足から不瀧までを

1)ッカートスケールで各項目毎に確認した。さら

にここでは、試尽した結果、必要と惑じたかどう

かについてもJ確認した。

グロス分析の結果は、次のとおりである。

すべて 1%で有意な結果が認められた。

ピスのケア内替に対する評舘項目の必要

性に関しては、表3のとおり、すべて必要、若し

くはどちらかと瓦えば必要という結果であった。

φ事業担当者への満足状況の項目の必要性に関
して辻、表4のとおり、評価は必棋が92.7%で、

どちらかと言えば必襲、そしてどちらともいえな

いが、それぞれ3.6%という結果であった。

③サーピス提供の曜日や時間帯の評価明日の必

要性に関しては、表5のとおり、必要が92.7%

で、どちらかと言えば必要が5ぷ%、そしてどち

らかといえば不必要が1.8%という結果であった。

④サーピス料金に関する項目の必要性に関して

は、表Gのとおり、評婚は必要が80.0%で、どち

らかと言えば必要が9.1%、そしてどちらともい

えないが7.3%、どちらかといえば不必要及び不

裂が1.6%、という結果であっ

ピスの量及び韓類に関する項H
に関しては、表?のとおりで、評{顕は必要が

87.3%で、どちらかと言えば必要及びどちらとも

いえないが5.5%、どちらかといえば不必要が

1.8%という結果であっ

2)介護支援専門員によるモニタワング評価項

目

次に介護支援専門員によるそニタリ

日の者効性を確認した。今回の調査のために設定

日は、

①ADL 

②介護負担の軽減状況

③身佑変化の改善状現

@精神状況の改善状況

⑤生活意欲の改善状況

⑥社会関保の改善状況

の6項目的である。その結果は、以下のとお

りであった。なおすべて 1%で有意な結果が認め

られた。

①ADLの改善状況の項自の必要性に関して

は、表Sのとおりで、評髄は必要が92.7%で、ど

ちらかと言えば必要7.3%という結果であっ

必介護負担の軽減状況の項目の必要性に関して

は、表9のとおりで、評価は必要が74.1%で、ど

ちらかと言えば必要13.0%、どちらともいえない

が5.6%、不要が1.9%という結果であった。また

A部修正で、あれば必要が1.9%、どちらともいえ

ないが3.7%であった。

③身体変化の改善状況の必要性に関しては、表

10のとおり、評価は必要が96.4%で、どちらかと

言えば必要が3.6%という結果であった。

告精神状況の改善状況に関する項目の必要性に

関しては、表11のとおり、評価 が83.6%

で、どちらかと言えば必要が14.5%という結果で

あった。また一部修正でどちらともいえないが

1.8%であった。

⑤生活意欲の喰善状況に関する項Eの必要性に

関しては、表12のとおり、 は必要が83.6%

で、どちらかと言えば必要が14.5%という結果で

あった。また一部{修正でどちらともいえないが

1.8%であった。

⑥社会関係の改善状況に関する項目の必要性に

関しては、表13のとおり、評舗は必要が78.2%

で、どちらかと設えば必要14.5%、どちらともい

えないが3.6%という結果であったのまた一部修

14一一
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正であれば必要及び全部修正の上必、要が1.8%で

あった。

( 3 )事業所におけるモニタリングの実施状況

事業所を対象とした仮説③及が④の検定結果は

とおりである。主お結果はすべて 1%で有

意であった。

調査事項の③及び④は介護支援専門員へのアン

ケート調査票における頻度、確認方法及び日

関する質問事墳でクロス分析を仔っ

上記の3つの区分で検証した結果は、表11に

示すほか、次のとおりである。

いずれの事業所も、丹 1回以 kの訪問ま

話で直接の確認を行っていた。

確認、の目的は、サーピス

く、ついで心身状況の変住、そして ADL

なっている。(表17)

項日については、岩宅介護支雑事業所によって重

要視している項目に遭いが見られる。(図 1)ま

ビ、ス変更理由の把慌が、できる

という結果が得られた。(表18、19)

モニタ 1)ングシートを!日いた作業は、業務負担

を考えない場合で91.5%、業務負担を考えても実

いと言う意見が85.5%を占

N.考 察

( 1 )サー 者の意見に関する評摘項目に

ついて

調査結泉から考察を行う O 検証事項に掲げた

科用者の評価に関しては、次のように言えるであ

ろう O 従来モニタワングに関しては、ケアγネジ

メン卜手法においては、サービス実施段階に入っ

て一定の期間の経過後、行うこととされている。

その内容は大きく①サーピスが着実に利用されて

いるか ②サーピスの利用効票があがっているか

⑮利用者の意向に沿っているか ④新たな課題が

していないか の4点が一般的に言われてい

るところである(1996野中山、 19981'1i宰(9)2000 

中川(0))しかし今!日!の研究で議認したところ、

介護支援専門員がケアマネジメン卜過程のモニタ

1)ングにおいて実際に確認している事項や、必要
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としている点は、出サービスのケア内容に対する

満足度信事業者への評髄窃サ…ピス提供の曜

日や詩間帯 ④利回料金などがサービス利用者か

ら聴取すべき事項であるとの調査結果を得た。こ

れらはすべて議かに利用者からの満足状況と言え

るかもしれない。しかしながら介護保険制度開始

1ては、通常分譲サービス計画警の適切性

が重要視され、サーピス不IJ居段階に入ってからの

調整活動に関しては、詳しく泣説明されることが

あまりなかった。実際にはかなりの利用者が頻繁

サービスの変更や修正を行っている

このためサービス利用の変更の根拠となるそニタ

リング作業を必要としており、その定型的で確環

で効率的な作業手販を分譲支援専門員は望んでい

ると考えられる

また A般に苦われる利舟者の議足度の確認とは

日で意見を聴取する

らかにされJてこなかった。したがって利用

者の満足疫を評繍する項目設定は未だできていな

いことから、今回設定し検証した項目はそう

1て明らかにできたといえよう。なお v

ちの項目は、県生労働省が標準として通知した介

護サーピス計尚(2 )の項目 (3)に基づいたもの

であって、決して珍しいものではない。だからこ

そ現場の介護支援専門員が試用とはいってもこな

せたのである。別な丙い方をすると、告揮や野中

の示すところの①サービスが着実に利用されてい

るか について具体的に誰が、どのように

いつi確認するのかといったところが不暁なのであ

る。 同様に②サービスの利用効果があがっている

か ③利用者の意向に沿っているか ④新た

賠が発生していなし1か などの点

いる。しかしこれら全ての点についても、現

場の介護支援専門員がこれからモニタリングを行

おうとするときに、具体的な業務の子"闘が目に晃

えないのが、介護保険縦度施行後三年経過した現

在の状況である。したがって今自の調査でシート

自を設定し、

i{，品依頼を得ることができたことは、こう

明確で、不十分な業務内容を補うことが可能である

と思われる。

( 2 )介護支援専門員の所見に関する評縞項目に
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ついて

プロセス評価のモニタリングシートにおける介

護支援専門員の評価項目として、 ADL、②精

神状況、③身体状況、⑨介識魚相、⑮生活意欲、

⑥社会関係 に関する項目について全て必要であ

ることを確認できた。

これらの項目に関しては、介護支援専門員が介

護サービス計画を作成するときに課組把握(以ド

「アセスメントJという。〉を行った内容である。

本来はサービス利用者の意見が、サーピスを利用

したことによって、どんな効果がめったのかとい

う点で裏付けを必要とする場合も少なくない。

に喜三療系サービスをコーヂィネイトしている

こうしたこと

れる場合が少なくない。

員の確認事項は、サー

を求めら

として、こうしたアセスメント項目を必要とする

のである。今回の検証結果では、いずれの項目も

必要であるという高い官頼を得た。

なお、この項目については、原生省(現厚生労

働省)による「介護サービス計岡欝の様式及び課

題分析標準項目の提示についてJ(平成11年11月

12日付け老企29号各都道府県介護保険主管部

(局)長あて 厚生省老人保健福祉局企耐課長通

にもとづいて行われればなお望ましいことは

いうまでもない。一方で介護支援専門践の業務の

効本化が現在の大きな課題となっている

ことも確かで、これらは今後の

ちな

いことは、従来から言われてきたモニタリ

考え万と、ケアマネジメントの実勢と

異なっていることが、現場の介護支援専門員から

の調査結果において明らかになったという点であ

る。今後は、今回の調査結果に基づき、具体的な

項目を設定することが望まれると考える。

( 3 )介議支援事業所に関する調査項目について

調査検証事項③及び④に掲げたモニタリング情

報聴取のために、訪問目的の明確化及び居宅介護

支援事業所によって相違が見られるのではないか

という点については、今回の諜査結果で次のよう
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に明らかになっている。

表15では、 96.5%の利用者に対して、何らかの

モニタリングがなされていた。他の3.5%の事例

においては福祉用具購入や、ショートスティなど

の一時的なサービス利用者であったことや、施設

入所などによって担当介護支援専門員が変更に

なったことなどによって実施しなかった事例であ

る。表15~17までをみてみると、居宅介護支援

事業所思rjに、モニタリングの実施方法に違し

受けられる。

と電話によ

協議会におし

にしている。社会福祉協議舎の場合は、半数を訪

し、それ以外が様々なのは、介護保険前と基

本的に利用者への対応を変更していないためであ

る。それは利用者も基本的に変化していないこと

ま意味している。その方が白熱;であることを、お

互いに理解していることによって、こうした対応

が可能となっているともいえる。民間事業者の場

合は、訪問の時間帯が様々である。 夜間や早朝も

ありうる。そのような対応をしていることによっ

て、利用者のf言頼を得、結果として確保を関る必、

要ができる。そうしたことはこれらの結果からう

1安uる:事ができょう O
また訪問畏的に関しては、

いただいた事業所は、すべて介識

サーピス事業所部門を有しており、民間事業所、

法人施設、社会福祉協議会がそれぞれ設置主体の

事情を抱えながら、介護支援専門員が訪問してい

る実態がうかがえるの 別な言い方をすると、介護

支援専門員のモニタリング結果は、場合によって

は、介識サービス提供者に対しての、モニターの

役割も担っているといえよう O こうした訪問目的

の設定は、業務を効率的にこなすことができるば

かりでなく、記録等の速やかな処理などに活かす
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ことができ、介護支援業務の質的な向上を図るこ

とができる

モニタリングの評価項吾やシートに関して

表団--21までを見ることによって明らかである。

サーピスの利用状況は、 70%以上が状況の把櫨が

できると回答しており、できないと呂答したのは

部かに1.8%で、 1%で有意な離が認められた。こ

れはそニタリングの目的が検証事項の③及び④で

検証されたように、今回のモニタリングシートに

日の内省が、現場の介護支緩噂門員の

して、 ピス利用者からのヒアリ

ング結果に基づいて行うことが多いためと思われ

る。しかしすべての事例において、介護支援専門

員が利用者の吉葉にもとづいて評価してい

ではない。それはサービスを提供し ら

、本来の目的が、アセスメント結果から導きH¥

されており、その目的から見て望ましい方向に進

んでいるのかどうかをもとに、介護支援専門員は

評価するからである。今回の調査結果において

は、調査時期が冬の期間を挟んだ、こともあり、こ

であると考えた内容と合致した結来で う しては、 明らかに

あると考えられる。また今回拭舟したモニタリン と思う。

グシートの利用に関しては、新たな業務の負担が

伴おうと伴うまいと、 80%以上が科用した方が

良いとの田容を得ている。これは今回試用したモ

ニタワングシートによって 本来のモニタワング

を実施した効果が得られたからであると考え

る。

なお事業所によって、訪問目的やモニタリング

の実施状況に若干の違いが見られた。しかし、利

用者の意見や、升議支援専門員の評価などの必要

性や、有効性に関しては、いずれの事業所におい

ても高い評語を得ていた。これに関しての事業所

ミはみられなかった。 したがっ

査によるそニタリングシートと評価項目

これらの事業所が実施していた内郡以上に妥当で

あったといえる。

現場の介護支援専門員は、 日常業務におわ

れ、業務の効率イヒを求めているところから、モニ

タ1)ング構報システムとケアγネジメントシステ

ムの一体化を求めているとも考えられた。

したケアマネジメントソ

ブトを、 十分に活躍している居宅介護支媛事業所

は皆無であった。このためケアマネジメントソブ

トと給付管理業務、及びニモニタワング情報システ

ムの一体化投求めている点も、今回の回答には影

響しているとも!受け取れた。

なお、サービス利用者の意克と介護支援専門員

の詩編結果に関して、高い相関がみとめ

このことによって一般的な傾向としてサービス利

用者の評価結果が望ましい場合、介護支援専門員

の所見も、静ましい評価結果を下す傾向があると

いえる。これは介識支援専門員がモニタリン

… 17 

V.紺 る0.
R書置

今回の調査で見る限りにおいてケアマネジメン

トにおけるそニタリング、のプロセス評価の段階に

関しては、 ド記の点が明らかになった。

しサービス利用者の意見として eサーピス
のケア内特に対する、満足度 ③事業者への評価

ピス提供の曜日や時間帯延長利用料金 な

どがサービス科用殺から聴取すべき事項として有

効であり、シ…トも適切であるとの調査結果を得

た。

ムまた介護支援専門員の詳細確認事項として

の改善状況、②精神出での改善状況、③

身体面での改鋳状況、④介護負担の軽減状況、⑤

生活意欲、豊社会関係 などについての項目が右A

効であり、シートも適切でみることを確認でき

た。

3、今回の研究によって訪問自的とモニタリン

グの実施内替に、事業所区分による違いは認めら

った。しかしモニタリング構報システム

現場の介護支援専門員や居宅介護支援事業所

から、強く求められていることが明らかとなっ

た。現場の分護支援専門員は、常に日常業務にお

われ、業務の効率化を求めているところから、モ

ニタリング情報システムと、 IB来のケアマネジメ

ントシステムの一体化を求めているとも考えられ

モニタリングの手法に関しては、今回の調査結

果によってケアマネジメントを礎実かっ効率的に

実施するため、必須要件であることが確認さ
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た。そのためには今回の調査で試用したそニタリ

ング評語項目が有効でみり、これを効果的に展開

するためモニタリングシートの活用が魚、がれるこ

とが明らかになった。

おわりに

介護保険制度におけるケアマネジメントは、制

度運用上の中核的な役割をになっている業務であ

る。サービスをき1]用しながら在宅で生活している

要支援要介護者などにおいては、殊更にこのこと

はいえる。このケアマネジメントが、介護僻険制

中で有効に機能していくようにするために

は、マンパワーや必要な事業所数や物品、

介護報酬などの条件を整える必要がある。それと

同様に、弁護支援専門員の業務内蒋の明確化と

あげられよう。現状では介識支援専門員の

業務内容が介護探検制度施行後三年経過している

にもかかわらず、未だに十分な体系金見ていない

ことに、現場における、混乱の要因があるといえ

る。介護支援専門員の中には、給付管理業務とケ

アマネジメン卜業務の反別がつかない担当者もあ

り、介護支援専門員の資質を問う持も見受けられ

る。

こうした混乱を避けるためには、介護支援専門

員の業務内梓を明確にし、その業務の効率化を国

ることが可能な、人的、物的及び時間的等の条件

を、整えていく必要があろう。そのためにもモニ

タリングは、不可欠な展開手法であるといえる。

注
(1) 2002年12月l日開催の弓本ケアマネジメント学会全
悶大会において、持楽川県介護支援専門員協会の阿

部氏の発表によって紹介されているほか、北晦道や

近畿においても同様の発表がなされている。また青

森県では2002If.3丹の在宅福祉施設連絡協議会在宅
介護支接センタ…部会報告がある。

(2) 都築光一;r介護保険制度におけるそニタリングシ
ステムの概念と方法論jキリスト教社会描祉学研究

33号 p.68~75、 2000年 6 月日本地域福祉学会要骨

集 p.190~199、医療情報学{第20田重療情報学連合

大会論文集 p.784~793) など

(3) モニタリンゲシートについては、以下を参照された

し、。

都築光悶;rケアマネジメントにおけるモニタリン
グの展開 (2)~ωJr痴呆介識JJVo1. 2~4 ; 2001 ;日
本総合研究新
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(4) プ口セス評縞モニタリングシートは、モニタリング

シートのうちの一つである。図2参照
(5) モ二タリングと誌、 r~判断された事業やサ ゼスが、

目的を連戒することができるよう継続的に計画の始

期、実施期、終期のそれぞれの段階において、評f揺・
確認・調整される藤根をいう。このため、お継続的な

鞍視、観壊、③監視、観察結果からの評価、φ評価結
果に基づく調整、④フィードフォワード、フィード

パック、⑤総合会~j障 の5つの機能を有するもので

ある。Jとする。
なおモニタリングの定義として誌、ほかに体系付け

られたものはないが、ケアマネジメントの領域で拭

「ケアプランにもとづいてグライエントに提供され

ているサ…ピスが計i謝された内容どおりであるか、
それによってクライエントのニーズが充足されてい

るかということを薙認する過程である(中)lI)J支援
計|尚iがうまく滋行されているか否かについて、定期
的に鵠報を集め、計l両を鯵正し、支援ネットワ…クを

維持することである(野中計画された援母が効来

を上げているかについて判断し、新たなアセスメン

卜やプランニングにつなげていく作業である(松

原凡などとdれている。これに対し政策や事業詳舗
の樹域では十両のモニタリングとは、計婦を実施す

ることによって生じる様々な状態を計離することに

よって、討画の妥当性評錨じよる要な情報を収集する

活動で、ある(坂聖子)J r事前に予測した目標と比較して
実績の推移はどうか、当初予想していなかった異常

な事態が発作恥していなし崎、といった点について定常

的に見守る手段(通鵡産業省政策評価委員会りなど

の定義がある。なお、合議保険制度におげる介護室支援

専門員のモヱタリングに関する毅機織定としては、

指定結宅介護支媛等の人員及び運営に捷する革:準

〈平成11年3丹31H 厚正[~省令都38 \0]- 以下「基準Jと
いう。)第12条第 1J頁第8りιこ規定する「介護支様専
門員は、居宅サーピス許画の作成後においても、利用

3普及びその家族、路定居宅サ…ピス事業者等との連
絡を継続的に行うことにより、自宅サーピス計画の

実施状況の把搬を行うとともに、利舟者についての

解決すべき課踏の把擬を行い、必要に応じて居宅

サーピスの変更、指定問宅サーピス事業者等との連

絡調整その能の梗官の提供を行うものとする。Je定
められている。

なおmonitoring・の語鯨は、ラテン語のmonitusで、

原意は教会訴を避けるために行われる bishopの訓

戒をいう。

(6) この頃目の設定摂挺誌、「介護サ…ピス計i属議の様式

及び課題分析標準項目の擬ボについてJ(平成111f三
11月12行許け者企29号 各都道府県介謹保険主管部
{詩)-長内て 厚生省老人保鰭福祉局企画課長通知)

にもとづく介護すナーピス計同調(2)の項討から構成

されている。

(7) この事日は、先の原生省老人福祉局企画課長通知の

諜離分析頃日の中から、比較的評価薙認め頼度の高

く、容易に実施可能な明日として1999年から宮城県
における地方自治体職員や介護支緩専門員及が研究

者らのグルーヅによるブレーンスト…ミングによっ

て設定された項日である。なおこの模自は2000年.に
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北海道・青森察・宮城県において「適初である」とい

う結県が持られており、今間関織の項目にて実臨し

ている。

(8)野中猛:r関説ケアマネジメントJ:小央法規・
1997 : p.66 

(9) 自j軍致和:r介議支撮サーピス(ケアマネジメント)
)j法論JIl'介護支竣専門負基本テキスト第浦義JJ;長
寿社会開発センター:2000 

なお白i揮禁の場合、著書喜:rケ一スマネ一ジメントのf坤車
と寝際jの中で(句p.88剖)、モニタリングに関する基本

的な f点検・確認」であると指摘しており、介護支媛

専門員慕本テキストに示す内容に、基本的に同じ内

容である。

(10) rt1J11日弘:rケアマネジメントの過将:は〉モニタリン
グ wヶアマネジメント講昨'.1、ケアマネジメント概

論~ :中央法規:2000 . p.88 
(11)サービスが頻繁に変更されている実態は、 20例年の

第15同日本地域福祉学会のu瀦発車にて関田、都壌
によって報告している。大事警は、2000年に北海道や青

森県で調疫を実施した結果で判明している。その中

でも介護支様専門員を揺ませていたのは、約30%程

震の利用者の介護認定結果に納得がいっていなかっ

たこと、及が撹覚障害者の通所弁護利用に支障がお

きていることであった。

(12) 2002年信後において北海道や宮城界:の介護支媛専門

員の話捧による調査かち、モ二タリング手法を必要

とする声が高いごとが揺補されている。

(13) 出)に同じ

(5)に掲げた基準第13条第 l項第11号の規定におい

て「医機糸サービスの利用を希望している場合その

他必要な場1tには、利用者の対意を得て、 :t治の医臨
または権科長悲劇の意見を求めなければならない。jと

定められている。との規定によって介護支蹴専門員

は、~言語から意見番を徴する場合もあり、有料になっ

ている事例もある。またこの意見書にもとづいて

サーピス担当者会議を開催している例法まだ良い

が、それぞれの事業所を諮問してサーピス提供を依

頼するケ…スもあり、介護支雄専門員の負担は軽く

ない。

(15)訪問吾的の設躍は、訪問結果仁義づく記録の意味を

明確にすることにつながる。記録の意味を明確にす

るごとについては、 ~tJII らによる「社会福祉緩場活動
〈岩崎学術出版)1998Jや大本による「社会福社機劫

技織論(相川書房)200むなどがある。

表1 ケースの集計

法人擁設

社会福祉協議会

民間事業所

ケース播号

事業所

法人施設

ぷ為、 "E-I-
仁，，1

表2

要介護

6 
1.9% 

6 
1.9% 

30 
9.4% 

42 
13.2% 

要介護度のク口ス表

要介

要介護2 要介護3 要介護4

24 36 18 6 
7.5% 11.3% 5.7% 1.9% 

18 6 6 
5.7% 5.7% 1.9% 1.9% 

54 12 24 12 
17.0% 3.8% 7.5% 3.8% 

96 66 48 24 
30.2% 20.8% 15.1% 7網5%

- 19 
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褒3 サービスのケア内容に対する評価項目の必要性

ケ ア 内 ~ 

。必要
。どちらかと

.必要
htt3 h 

いえば必要

法人擁設 114 114 
100.0% 100.0% 
34.5% 34.5% 

社会播祉協議会境教 60 60 
100.0% 100.0ち4
18.2% 18.2% 

氏関事業所 144 6 6 156 
92.3% 3‘8% 3‘8% 100.0判
43.6% 1.8% 1.8% 47.3% 

318 6 6 330 
96.4% 1.8% 1.8% 100.0% 
96.4% J.8% 1.8% 100β刊

pく0.01

表4 事業担当者への満足状況の項目の必要性

事業担 ミ1] ニ長

0必要 仁い〉どえ、ちばh必zぅ、と

事業所 法人擁設 度数 114 114 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総本[]の% 34.5% 34.5% 

社会福祉協議会度数 60 60 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総和の% 18.2% 18.2% 

民鰐事業所 度数 132 12 12 156 
84.6先 7.7% 7.7% 100.0% 
40.0% 3.6% 3.6% 47.3% 

合計 度数 306 12 12 330 
92.7% 3.6% 3.6% 100.0% 
92.7出 3.6% 3.6% 100β% 

よ

P <0.01 

表5 サービス提供の曜日

。必要
I5 A 1 

事業所 法人施設 度数 114 114 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総和の% 34.5% 34.5% 

社会福祉協議会度数 60 60 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総和の% 18.2% 18.2% 

民興事業所 度数 132 18 6 156 
事業所の% 制.6% 11.5% 3.8% 100.0% 
総和の% 40.0% 5.5% 1.8% 47.3% 

合計 度数 306 18 6 330 
事業所の% 92.7% 5剛5% 1.8% 100.0% 
総病lの% 92.7% 5.5% 1.8% 100.0% 

p<O.OI 
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表。 サービス料金に関する明日の必、要性

O必要 。どちらかと 。どちらとも 。どちらかとI 不要 I台
いえば必、要 いえない いえば不必要

事業所 法人施設 114 114 
100.0% 100.0% 
34.5% 34.5% 

社会福祉協議会護教 60 60 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総和の% 18.2% 18.2% 

民間事業所 庶数 90 24 6 6 156 
事業所の% 57.7% 15.4% 3.8% 3.8% 100.0% 
総貌!の% 27.3% 9.1% 7.3% 1.8% 1.8% 47.3% 

合計・ 境教 264 30 24 6 6 330 
事業所の% 80.0% 9.1% 7.3% 1.8% 1.8% 100.0先
総病lの% 80β% 9.1% 7.3% 1.8ち込 1.8% 100.0% 

p<O.OI 

諜7 サービスの量及び種獄に関する項目の必要件A

O，o、

事業所 恋人施設 度数 114 
事業務の% 100.0% 
総和の% 34.5% 

社会福設協議会 60 
100.0% 
18.2% 

民賭事業所 変数

1141||l11155511155558 8 % % % % 

18 6 
事業所の% 73勉1% 11.5% 3.8% 
総和の% 34‘5% 5.5% 1.8% 

合計 度数 288 18 6 
事業所の% 87.3% 5.5% 1.8% 
総和の% 87.3% 5.5% 1.8% 

p<O.OI 

表8 ADLの改善状況の項目の必要性

A D 上

C必要 。どちらかといえば必要:
~ λ 計

事業所 法人施設 90 24 114 
78.9% 21.1% 100.0% 
27.3% 7.3% 34.5% 

社会福祉協議会度数 60 60 
事業所の% 100.0% 100.0% 
総本日の% 18.2% 18.2% 

民間事業所 156 156 
100.0% 100.0% 
47.3% 47.3% 

合計 度数 306 24 330 
事業所の% 92‘7% 7.3% 100.0% 
総和の% 92.7% 7.3% 100.0% 

p<O.OI 
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! 1\...... 企~V可 ;--1 ff 

事業所 法人施設 12 111 
10.5% 100.0% 
3.7% 35.2% 

社会柏祉協議会 60 60 
100.0% 100.0% 
18.5% 18.5% 

'一一一一一一

民間事業所 度数 108 12 18 6 6 150 
72.0% 8.0% 12.0% 4.0% 4.0% 100.0% 
33.3% 3.7% 5.6% 1.9% 1.9% 46.3% 

合計 震数 240 42 18 6 12 324 
74.1% 13.0% 丘6% 1.9% 3.7% 100.0% 
74.1% 13.0路 丘6% 1.9% 1.9% 3.7% 100.0% 

p <0.01 

10 身体変化の状況に関する現日

身 体

0必要 。どちらかとし
l口k 

舵数 108 6 114 
事業所の% 94.7% 5.3% 100.0% 
総和の% 32.7% 1.8% 34.5% 

一一一一町一一一

社企鵠祉協議会度数 60 60 
100.0% 100.0% 
18.2% 18.2% 

150 6 156 
96.2% 3.8% 100.0% 
45.5% 1.8% 47.3% 

度数 318 12 330 
事業所の% 96.4% 3.6% 100β% 
総務lの% 96.4% 3.6% 100.0% 

p <0.01 

衰 11 精神状況の変化に関する項目の必要性

イヒ

。必要 ムいどえちならいとも

72 36 6 
63.2% 31.6% 5.3% 
21.8出 10.9% 1.8% 

60 
100.0% 
18.2% 

144 12 
92.3% 7.7% 
43.6% 3.6% 

度数 276 48 6 
事業所の% 83.6% 11.5% 1.8% 
総和の% 83.6% 14.5% 1.8% 

p<O.Ol 
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事業所

合計

p<0.01 

事業所

会計

p<0.01 
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褒 12 生活意欲に関する項目の必要性

生

0，16、要

法人施設 度数 60 
52.6% 
18.2% 

社会福祉協議会度数 60 

民間事業所

法人施設

社会福祉協議会

民間事業所

100.0% 
18.2% 

度数 156 
事業所:の% 100.0% 
総和の% 47.3% 

度数 276 48 
83.6% 14.5% 
83.6% 14.5% 

表 13 社会関係に関する項目の必要性

境教

震数

120 12 I 

会開

。どちらども
いえない

12 
7.7% 

3.6% 

12 
3.6% 

3.6% 

表 14 事業所別評価確認

… 23 ~ 

ス

係

ム必要 ー必要

31118888%%%96661 | | ! | | 

6 
3.8% 
1.8% 

G 
1.8% 
1.8% 

18.2% 

156 
100.0% 
47.3% 

330 
100.0% 
100.0% 

点、
日 長十

14 
100.0% 
34.5% 

60 
100.0% 
18.2% 

156 
100.0% 
47.3% 

100.0% 



ケアマネ メントのモータリングに関する一考察

表 15 評錨確認の頻度

状況確認頻度

A FI 

事業所 法人施設 度数 114 
100.0% 
35.2% 

54 
100.0% 
16.7% 

民間事業所 震数 48 102 6 156 
事業所の% 30.8% 65.4% 3.8% 100.0% 
総和の% 14.8予言 31.5% 1.9% 48.1弘

合計 42 54 198 24 6 324 
13.0% 16.7% 61.1% 7.4% 1.9% 100.0% 
13β% 16.7% 61.1% 7.4% 1.9ち込 100.0% 

p<O.OI 

表 16 評価確認の手段

法人施設 度数

社会福祉協議余震数 30 12 
事業所の% 50集。% 20.0% 
総和の% 9.1% 3.6% 

氏関事業所 144 12 
92.3% 7.7% 
43.6% 3‘6ちも

度数 228 12 6 66 
事業所の% 69繍1% 3.6% 1.8% 20.0% 
総和の% 69.1% 3.6% 1.8号令 20.0% 

pく0.01

表17

介の護軽負減抑 I斥去の内窓 i 合

事業所 法人施設 6 114 
5.3% 100.0% 
1.8% 34.5% 

社会福祉協議会肢数 24 18 6 60 
40.0% 30β% 20.0% 10.0% 100.0% 
7.3% 5.5% 3.6% 1.8% 18.2% 

民間事業所 変数 96 18 24 12 6 156 
事業所の% 61.5% 11.5% 15.4% 7.7% 3.8% 100.0% 
総手[Jの% 29.1% 5.5% 7.3% 3.6% 1.8% 47.3% 

A「1 紛3ιl 150 60 90 24 6 330 
45.5% 18.2% 27.3% 7.3% 1.8% 
45.5% 18.2% 27.3% 7.3% 1.8% 

p<O.Ol 
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事業所

合計

p<O.OI 

事業所

合計

p<O.OI 

120 

100 

80 

度

数 60

40 

20 

O 

法人施設
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法人施設 社会福祉協議会 民間事業所

事業所

確認目的

仁]サービス利用満足状況

圃 ADしの改善状況

ー 心身状況の変化

図介護負担の軽減

~訴えの内容の改善状況

図1 事業所別評価確認の項目

表18 モニタリングによる利用状況の把握

利用状況把握

できた まであきまたあ どいちえらなといも 全くできない

度数 72 42 
総和の% 21.8% 12.7% 

社会福祉協議会度数 6 30 24 
総和の% 1.8% 9.1% 7.3% 

民間事業所 度数 102 36 12 6 
総和の% 30.9% 10.9% 3.6% 1.8% 

度数 108 138 78 6 
総和の% 32.7% 41.8% 23.6% 1.8% 

表19 モニタリングによるサービス変更理由の把握

サービス変更理由

できると思う まあまあできる わからない

法人施設 度数 102 12 
総和の% 30.9% 3.6% 

社会福祉協議会度数 42 18 
総和の% 12.7% 5.5% 

民間事業所 度数 108 42 6 
総和の% 32.7% 12.7% 1.8% 

度数 108 186 36 
総和の% 32.7% 56.4% 10.9% 
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メ口L 計

114 
34.5% 

60 
18.2 

156 
47.3% 

330 
100.0% 

メ口L 計

114 
34.5% 

60 
18.2% 

156 
47.3% 

330 
100.0% 



ケアマネジメントのモニタリングに関する一考察

図2 モニタリングシート

表20 モニタリングシートの利用(業務負担を除いた場合)

ン ト 利用

利い用いしとた思方うが 利ど用ちらしかた方とがいえ良ばい どちえらなといもい
l口L 計

事業所 法人施設 度数 114 114 
総和の% 34.5% 34.5% 

社会福祉協議会度数 42 18 60 
総和の% 12.7% 5.5% 18.2% 

民間事業所 度数 126 30 156 
総和の% 38.2% 9.1% 47.3% 

合計 度数 126 186 18 
総和の% 38.2% 56.4% 5.5% 100.0% 

p<O.Ol 
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(プロセス評価)

表21 モニタリングシートの利用(業務負担を考慮した場合)

二/ ト 利用

利い用いしとた，思方うが えど方ばち利がらか用良といしいた どいちえらなといも なあいまと方り思利がう用良しい 利い用とで思きうな
i口L 計

事業所 法人施設 度数 114 114 
総和の% 34.5% 34.5% 

社会福祉協議会度数 6 12 36 6 60 
総和の% 1.8% 3.6% 10.9% 1.8% 18.2% 

民間事業所 度数 126 24 6 156 
総和の% 38.2% 7.3% 1.8% 47.3% 

合計 度数 132 150 36 6 6 330 
総和の% 40.0% 45.5% 10.9% 1.8% 1.8% 100.0% 

p<O.Ol 
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